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住　　居

身近な環境整備を進めるに当たって

一環境教育に対する大学教育学部教員および学生へのアンヶ－ト調査－

（財）日本女子社会教育会　家庭科学研究所　 ○田中和子　 村山篤子　竹中はる子

［目的］地球規横での環境問題解決へ向けて、生活者の意識変革や、生活様式の見直しが求め

られ、環境教育の必要性が認められるようになった。小・中学校において、これからの環境教

育を担う大学教育学部の学生とその指導者である教員を対象に大学における環境教育の現状を

調査した。［方法］対象は国立大学12 校の教育学部小・中学校教員養成課程の教科教育法担当

教員と同課程の４年生の学生とした。調査内容は、教員に対し担当教科で環境教育を包含して

いるか､その内容と今後の在り方、学生に対し受講した教科
と
おける環境教育と今後の在り方を

たずねた。［結果］教員：環境教育を行っていると答えた教員は68.1 ％、行っていないは

30.6 ％であった。小学校教員養成課程の教員は全教科の担当教員が環境教育を何らかの方法で

行っているが、そのー方で行っていないと答えた教員は社会科を除く全教科の担当教員にみら

れた。行っている環境教育の内容は、環境問題教育、自然保護教育、公害教育が上位３位を占

めた。mm 教育を行っていない理由として、カリキュラム、時間数の都合で取り入れることが

できないと答えた教員が最も多かった。学生：環境教育として必要と思う内容は環境問題教育

公害教育、自然保護教育が上位３位を占めた。環境教育を行うことが望ましいと思う教科は､小

学校においては生活科が60% と最も高く、中学校においては理科、社会科。家庭科に続き環境

教育という独立教科を設けるが26 ％をしめた。これらについて詳述する。

1Sa-4　　　　　　学校教育における住居領域の教材開発に関する研究
一市販教材の実情一一

京都教育大学　○速水　多佳子　　関川　千尋

＜目的＞住教育は学校現場で扱いにくい領域として敬遠されているが、その理由の一つに
教室内に取り入れにくいという特性がある。しかし、私たちの住環境は複雑になり、生活
過程の中だけでは知識を習得しにくく、学校教育に期待がかけられている。現場の教師を
援助し、教育成果を上げるには多量の適正な教材開発が欠かせない。この研究では、その
第一歩として当領域の既存の教材シェアーの大半を占める市販教材の実情を把握すると共

に、その問題点を探ることを目的とする。
＜方法＞９６年の中・高等学校の教材カタログを収集し、この情報をベースに住居領域の
教材をピックアップした。その後、主要な４社の物件を中心に、教材の実情を種類・価格
・使用分野・扱いやすさ等の視点から検討した。
〈 結果＞１）検討はＫ社･  Y社・Ｔ社･  K社を中心に行い、収集件数は1 5  1教材である
2 ）教材の種類別では、計測機器が3 6.7 ％、住居家具模型が2 1.3 ％を占め、次い
で、ビデオソフト・標本・スライド・コンピュータソフト・掛図の順に多かった。3 ）使
用分野を学習指導要領等に基づいて分類すると、分野によって数・種類にかなり偏りがあ
った。4 ) 価格は、1 万円～４万円の教材が約5 0 ％を占めるが、実際に扱う場合は、台
数を揃える必要がある。5 ）グループやクラス単位で使用するものが多く、また、特別教
室での使用が必要な教材が多い。6 ）以上のような検討の結果、　当領域の教材の種類や
数の少なさ　系統制を欠いている等の問題のあることが明らかにされた。7 ) また、この
領域の教材開発は、ここで対象としたように業者まかせの状態で、教材使用当時者に足場
を置いた主体的教材観等からは、程遠い存在であることが考察された。
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